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株主の皆様へ

　第５９期の決算を終了いたしましたので、ここに

　当期の事業の概況をご報告申し上げます。

 
　当連結会計年度におけるわが国経済は、新興国による
需要の増加や政府の経済対策等の効果により一部に景気
の持ち直しの動きが見られたものの厳しい雇用環境及び
デフレ状況は依然続いており、更に、長期化する円高の
影響など先行きは不透明な状況となりました。また、年
度末に発生した東日本大震災の国内経済に与える影響は
計り知れず、先行きの情勢を見極めることが困難な状況
となりました。
　鉄鋼二次製品業界におきましても、原材料価格の値上
がり及び公共投資の低迷並びに土木・建設業の不振等、
経営環境は依然として厳しい状況となりました。
　このような状況の中、当社グループは第二次中期経営
計画の最終年として計画達成に向けて取り組んだ結果、
販売面においては数量の確保及び原材料価格値上がりに
伴う販売価格の値上げ等積極的な営業活動を展開したこ
とにより、当連結会計年度の売上高は２８，４５５百万円とな
り前年同期と比べ３２３百万円（１．１％）の増収となりまし
た。
　収益面におきましては、鋲螺製品等の棚卸資産簿価切
下げ及び原材料価格が上昇したものの、棚卸資産評価の
好転要因もあり、営業利益は４９０百万円と前年同期に比べ
３０２百万円（１６１．３％）の増益、経常利益は９２２百万円と
前年同期に比べ２８９百万円（４５．８％）の増益となりました。
当期純損失は投資有価証券評価損及び事業再編損等を特
別損失に計上したことにより３１３百万円（前年同期は当期
純利益７２百万円）となりました。
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　今後の見通しといたしましては、東日本大震災の影響
により先の見通せない状況となっており、今後、経済へ
の影響が様々な形で顕在化する可能性があると思われま
す。
　当社グループは、収益重視の経営方針を基本とする中、
この厳しい経営環境を乗り切るために、新規需要開拓及
び新製品、新技術の開発並びに人材の確保と育成を図り、
グループ全体としての収益向上に努めていく所存であり
ます。
　また、管理体制面におきましては、経営の透明性を確
保するために、内部統制の充実及びコンプライアンスの
一層の強化を図るとともに環境保全活動におきましても、
常に地域社会並びに地球レベルでの環境保全を考慮し、
継続的な改善活動に積極的に取組み、企業の社会的な責
任を果たしたいと考えております。
　株主の皆様におかれましては、何卒一層のご支援ご鞭
撻を賜りますようお願い申し上げます。

　平成２３年６月
　
　　　代表取締役社長
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営業品目

鉄線、亜鉛めっき鉄線
当部門は、亜鉛めっき鉄線を主力としており、主な用途と

しては公共土木の落石防止網及びじゃかごを始めとし、外溝

メッシュフェンスへの依存度が高くなっております。前年度

に実施された政府の経済対策の予算執行が政権交代により遅

れた事もあり、前年度末に予算消化を出来ずに当会計年度上

期へ繰り越された影響と、原材料の値上げに伴う製品値上げ

の効果もあり堅調に推移しました。

この結果、当部門の売上高は４，１３４百万円と前年同期に比べ

１６９百万円（４．３％）の増収となり、営業利益は２５９百万円と前

年同期に比べ２１７百万円（５２２．６％）の増益となりました。

普通線材製品部門
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硬鋼線、ピアノ線
当部門は、自動車産業向けの硬鋼線、ピアノ線を主力とし

ております。前年度下期より自動車向けの分野が持ち直し、

今期に入っても引き続き堅調に推移しました。

この結果、当部門の売上高は２，９１１百万円と前年同期に比べ

１５０百万円（５．４％）の増収となり、営業利益は１３４百万円と前

年同期に比べ１００百万円（２９３．９％）の増益となりました。
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極厚亜鉛めっき鉄線、亜鉛めっき鋼線、亜鉛アルミ合金めっき鉄線、
亜鉛アルミ合金めっき鋼線、ニューサンカラーワイヤー、
鋼より線、鋼平線、合金めっき鉄平線、巻付グリップ

当部門は、極厚亜鉛めっき鉄線、亜鉛めっき鋼線、亜鉛ア
ルミ合金めっき鉄線・鋼線、ニューサンカラーワイヤー、鋼
より線、鋼平線、合金めっき鉄平線、巻付グリップ等を主力
としており、主な用途は公共土木をはじめ建設、自動車、通
信関連と多岐にわたって使用されております。前年同期は需
要家の在庫調整により受注が減少したものの、前年度下期よ
り自動車向け等が持ち直し、また、地上デジタル化対応によ
る鋼より線等の特需もあり堅調に推移しました。
この結果、当部門の売上高は１４，２９６百万円と前年同期に比
べ８８９百万円（６．６％）の増収となり、営業利益は５８１百万円と
前年同期に比べ５３６百万円（１，１９１．８％）の増益となりました。

特殊加工品製品部門
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日亜フェンス、有刺鉄線、ワサ針金
当部門は、鹿、猪等の侵入防止を目的としたフェンスを主
力としております。前年同期は平成２０年度より政府の鳥獣害
対策として施行された鳥獣害特別措置法の効果もあり堅調に
推移したものの、今期に入り鳥獣害特別措置法が事業仕分け
の対象となりましたが、地方自治体による予算執行の効果も
あり、前年同期比ほぼ横ばいにて推移しました。
この結果、当部門の売上高は１，５３４百万円と前年同期に比べ

２８百万円（△１．８％）の減収となり、営業利益は２８８百万円と
前年同期に比べ７２百万円（△２０．０％）の減益となりました。

三次加工製品部門
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トルシア形高力ボルト、六角高力ボルト、GNボルト
当部門は、トルシア形高力ボルト、六角高力ボルト及びＧ
Ｎボルトを主力としており、主な需要先は建設・土木業界で
あります。建設業の不振により需要が減少し、収益が悪化し
たことにより棚卸資産簿価切下げを行いました。
この結果、当部門の売上高は２，３６９百万円と前年同期に比べ
８６２百万円（△２６．７％）の減収となり、営業損失は７５９百万円
と前年同期に比べ５１０百万円（前年同期は２４８百万円の営業損
失）の減益となりました。

鋲 螺 製 品 部 門
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普通線材製品加工品、硬鋼線材製品加工品、丁番
当部門は、土木・建材向けに当社の亜鉛アルミ合金めっき
鉄線・鋼線、極厚亜鉛めっき鉄線等の高耐蝕線材製品に加工
を施した製品及び丁番を主力としております。河川・港湾土
木工事用コンクリート二次製品向けへの提案営業を積極的に
行ったものの、公共事業削減の影響もあり需要環境は厳しい
状況となりました。
この結果、当部門の売上高は４８０百万円と前年同期に比べ８３
百万円（△１４．８％）の減収となり、営業利益は３０百万円と前
年同期に比べ４２百万円（△５８．０％）の減益となりました。

建 材 製 品 部 門
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ワイヤロープ、亜鉛めっきワイヤロープ
当部門は、ワイヤロープ、亜鉛めっきワイヤロープを主力

としており、建設、土木、港湾、造船等多岐にわたり使用さ

れております。公共事業の削減、土木建設関連事業の減少等

で需要環境は厳しい状況が続いております。一方、港湾設備

用・製鉄所向けクレーン用ロープの拡販を実施し、販売数量

を伸ばしたものの、原材料価格値上がりに伴う販売価格の値

上げは充分に出来ませんでした。

この結果、当部門の売上高は２，１９１百万円と前年同期に比べ

３７百万円（１．７％）の増収となり、営業損失は１６１百万円と前

年同期に比べ７１百万円（前年同期は２３２百万円の営業損失）の

増益となりました。
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当社の業績の推移

売 上 高�

14,57114,571

経常利益�
3,000�

2,500�

2,000�

1,500�

1,000�

500�

0

20,000�

18,000�

16,000�

14,000�

12,000�

10,000�

8,000

889889

当期純利益�
1,000�

750�

500�

250�

0�

-250

△160△160

営業利益�
2,500�

2,000�

1,500�

1,000�

500�

0
59期�56期� 57期� 58期�

59期�56期� 57期� 58期�

59期�56期� 57期� 58期�

59期�56期� 57期� 58期�

444444

（単位：百万円）�

（単位：百万円）�

（単位：百万円）�

（単位：百万円）�

18,536

18,703

18,536

18,703

15,07715,077

2,299 2,3332,299 2,333

972972

828

400

828

400
303303

1,587

1,881

1,587

1,881

478478



��

（注）　記載金額は、千円未満を切捨て表示しております。

経理の状況

連 結 貸 借 対 照 表
（平成２３年３月３１日現在）

（単位：千円）
負　債　の　部資　産　の　部

金 額科 目金 額科 目
［　　　１４，８５８，１３５］

５，０８１，６３１

２，４５０，０００

５，４０５，０００

８３１，５１７

４９９，３６１

３４，９４９

１８１，０９４

２８０，１４２

９４，４３７

［　　　　６，１９２，３３１］

３，０２１，０００

１，３３２，８０８

１，４２６，５９２

１９４，９２２

１４８，６１８

６８，３８９

流 動 負 債　

支払手形及び買掛金

短 期 借 入 金

１年内返済予定の
長 期 借 入 金

未 払 金

未 払 費 用

未払法人税等

賞 与 引 当 金

設備関係支払手形

そ の 他

固 定 負 債　

長 期 借 入 金

繰延税金負債

退職給付引当金

役員退職慰労引当金

商品スワップ

そ の 他

〔　　２６，４３１，４３４〕

７，４１０，７３５
９，２８５，６５７
１，１２４，７５８
５，３６３，９７４
６８５，３７３
１，８０２，２６０
２９４，２０８
２９４，９６８
８７，４８７
８６，２０８
△　４，１９７

〔　　３５，８２９，３８１〕

（　　１７，６９０，３３８）
５，４９９，０３４
３，１４９，０５４
８，８７５，２９１
５０，６７９
１１６，２７８

（　　　５５８，１３８）
３４０，２９９
２１０，５５７
７，２８１

（　　１７，５８０，９０４）
１４，７８７，０７２
３２６，８２６
５２８，９５１
１，１４６，６３６
１８４，６２２
１８１，６５２
４６１，３５７
△　３６，２１４

流 動 資 産　

現金及び預金
受取手形及び売掛金
有 価 証 券
製 品
仕 掛 品
原 材 料
貯 蔵 品
繰延税金資産
未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産　

有形固定資産
建物及び構築物
機械装置及び運搬具
土 地
建 設 仮 勘 定
そ の 他
無形固定資産
ソフトウェア
の れ ん
そ の 他
投資その他の資産
投資有価証券
長 期 貸 付 金
繰延税金資産
退職積立保険料
保 証 金
金 銭 の 信 託
そ の 他
貸 倒 引 当 金

２１，０５０，４６６負 債 合 計

純　資　産　の　部

〔　　　３９，３９４，１８５〕

（　　　１０，７２０，０６８）

（　　　１０，８８８，０３２）

（　　　１８，６８０，２３５）

（　　　△　８９４，１５０）

〔　　　△　５６２，６４５〕

△　４６５，４０５

△　９７，２３９

〔　　　　２，３７８，８０８〕

株 主 資 本

資　 本　 金

資本剰余金

利益剰余金

自 己 株 式

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

繰延ヘッジ損益

少数株主持分

４１，２１０，３４９純 資 産 合 計

６２，２６０，８１５負債純資産合計６２，２６０，８１５資 産 合 計
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（注）　記載金額は、千円未満を切捨て表示しております。

金 額科 目
２８，４５５，３１０

 ２４，１３８，３６０　　

４，３１６，９５０

 ３，８２６，６７４　　

４９０，２７５

５６１，３５９

 １２９，１０３　　
９２２，５３１

１６３，５０２

 １，３６８，７０３　　
２８２，６６９

 ４２，３８８　　
３２５，０５８

 △　１１，１４８　　
３１３，９１０

１５４，１５３
２２７，６３５
９４，０９８

 ８５，４７１　　

９８，２４０
１１，６１６

 １９，２４６　　

１３６，２３４
８，８８７

 １８，３８０　　

７９５，９９１
３０，８１７
５３，９８９
２２１，２１７
１３３，６７５
１０８，２５４

 ２４，７５７　　

６７，７９７
 △　２５，４０８　　

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販売費及び一般管理費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息
受 取 配 当 金
有 価 証 券 売 却 益
雑 収 入
営 業 外 費 用

支 払 利 息
支 払 手 数 料
雑 支 出
経 常 利 益

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益
投 資 有 価 証 券 売 却 益
雇 用 安 定 助 成 金
特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 評 価 損
固 定 資 産 売 廃 却 損
減 損 損 失
事 業 再 編 損
東 日 本 大 震 災 損 失
工 場 休 止 費 用
そ の 他
税金等調整前当期純損失

法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額
少数株主損益調整前当期純損失

少 数 株 主 利 益
当 期 純 損 失

平成２２年４月１日から　　　　　　　　　　　　
�
�
�

�
�
�

平成２３年３月３１日まで

連 結 損 益 計 算 書

（単位：千円）
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平成２２年４月１日から　　　　　　　　　　　　
�
�
�

�
�
�

平成２３年３月３１日まで

株主資本

株主資本合計自己株式利益剰余金資本剰余金資本金

４０，１２６，６７６△　７７１，６１０１９，２９０，１８５１０，８８８，０３２１０，７２０，０６８平成２２年３月３１日残高

連結会計年度中の変動額

△　２９５，９３１－△　２９５，９３１－－剰余金の配当

△　３１３，９１０－△　３１３，９１０－－当期純損失（△）

△　１２２，８３７△　１２２，８３７－－－自己株式の取得

１８８２９７△　１０８－－自己株式の処分

－－－－－
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

△　７３２，４９０△　１２２，５４０△　６０９，９５０－－連結会計年度中の変動額合計

３９，３９４，１８５△　８９４，１５０１８，６８０，２３５１０，８８８，０３２１０，７２０，０６８平成２３年３月３１日残高

連結株主資本等変動計算書

（単位：千円）

純資産合計少数株主持分

その他の包括利益累計額

その他の包括
利益累計額合計

繰延ヘッジ損益
その他有価証券
評価差額金

４２，０１０，７１０２，３５１，４８０△　４６７，４４６△　１６２，２９９△　３０５，１４７平成２２年３月３１日残高

連結会計年度中の変動額

△　２９５，９３１－－－－剰余金の配当

△　３１３，９１０－－－－当期純損失（△）

△　１２２，８３７－－－－自己株式の取得

１８８－－－－自己株式の処分

△　６７，８７０２７，３２８△　９５，１９８６５，０５９△　１６０，２５７
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

△　８００，３６１２７，３２８△　９５，１９８６５，０５９△　１６０，２５７連結会計年度中の変動額合計

４１，２１０，３４９２，３７８，８０８△　５６２，６４５△　９７，２３９△　４６５，４０５平成２３年３月３１日残高
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　連結注記表

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記）
１．　連結の範囲に関する事項
�　連結子会社の数　　　２社

ジェイ－ワイテックス株式会社、滋賀ボルト株式会社
�　非連結子会社の数　　８社

日亜企業株式会社、日亜機電株式会社、太陽メッキ株式会社、
日亜物産株式会社、南海サービス株式会社、エムアールケー
株式会社、烟台三沢金属製品有限公司、烟台基威特鋼線製品
有限公司
（連結の範囲から除いた理由）
非連結子会社８社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、
売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持
分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を
及ぼしていないためであります。

２．　持分法の適用に関する事項
�　持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の数

該当事項はありません。
�　持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の数　　　８社

日亜企業株式会社、日亜機電株式会社、太陽メッキ株式会社、
日亜物産株式会社、南海サービス株式会社、エムアールケー
株式会社、烟台三沢金属製品有限公司、烟台基威特鋼線製品
有限公司
（持分法を適用しない理由）
持分法を適用しない非連結子会社８社は、それぞれ当期純損
益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等
に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がな
いため持分法の適用から除外しております。

３．　連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

４．　会計処理基準に関する事項
�　重要な資産の評価基準及び評価方法
①　有価証券の評価基準及び評価方法
　その他有価証券
時価のあるもの
決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部
純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法に
より算定）

時価のないもの
移動平均法による原価法
ただし、投資事業有限責任組合及びこれに類する組合へ
の出資については、当該組合の財産の持分相当額を計上
しております。

②　デリバティブの評価基準及び評価方法
時価法

③　運用目的の金銭の信託の評価基準及び評価方法
時価法

④　棚卸資産の評価基準及び評価方法
製品、原材料、仕掛品
移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下
げの方法）

貯蔵品
最終仕入原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法） 
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�　重要な減価償却資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、平成１０年４月１日以
降に取得した建物（附属設備を除く）については、定額法
を採用しております。

②　無形固定資産
定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェ
アについては社内における利用期間（５年）に基づく定額
法を採用しております。

③　リース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法
を採用しております。
なお、リース取引開始日が平成２０年３月３１日以前の所有権
移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸
借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

�　重要な引当金の計上基準
①　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について
は貸倒実績率等により、貸倒懸念債権等特定の債権につい
ては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上し
ております。

②　賞与引当金
従業員の賞与の支出に充てるため、支給見込額基準により
計上しております。

③　退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末におけ
る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき当連結会計
年度末において発生していると認められる額を計上してお
ります。
なお、一部の連結子会社は、簡便法（期末自己都合要支給
額を退職給付債務とする方法）によっております。数理計
算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の
平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年～１０年）による
定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度
から費用処理しております。

④　役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末
要支給額を計上しております。

�　その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
①　ヘッジ会計の方法
１．　ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。
２．　ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段　　商品スワップ
　ヘッジ対象　　原材料価格

３．　ヘッジ方針
亜鉛価格の原材料価格変動リスク軽減を目的としてデリ
バティブ取引を行っております。

４．　ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動、またはキャッシュ・
フロー変動の累計を比較し、両者の変動額等を基礎とし
て有効性の判定を行っております。

②　のれんの償却に関する事項
のれんは、５年間で償却しております。

③　消費税等の処理方法
税抜方式によっております。
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５．　連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項
連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評価法に
よっております。

６．　連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項の変更
�　資産除去債務に関する会計基準等の適用

当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業
会計基準第１８号　平成２０年３月３１日）及び「資産除去債務に関
する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第２１号　平
成２０年３月３１日）を適用しております。
これによる損益に与える影響はありません。

�　表示方法の変更
①　会社計算規則の改正に伴い、当連結会計年度より連結損益計
算書において「少数株主損益調整前当期純損失」の科目を表
示する方法に変更しております。

②　会社計算規則の改正に伴い、当連結会計年度より連結貸借対
照表及び連結株主資本等変動計算書における「評価・換算差
額等」は「その他の包括利益累計額」として表示する方法に
変更しております。

（連結貸借対照表に関する注記）
　　有形固定資産の減価償却累計額 ３１，９９９，８０６千円

（連結損益計算書に関する注記）
１．減損損失

当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上
しております。

　当社グループは、原則として継続的に収支の把握を行って
いる管理会計上の区分を考慮し資産のグルーピングを行って
おります。ただし、遊休資産については個々の物件単位でグ
ルーピングを行っております。
　該当資産は帳簿価額に比し時価が下落していることから、
帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失
として特別損失に計上しております。
　なお、回収可能価額については、正味売却価額により測定
しており、正味売却価額は不動産鑑定評価に基づいて算定し
ております。

２．事業再編損
事業再編損の内訳は次のとおりであります。
減損損失　　　　　　　　　　　　　　　　　１０２，８１７千円
棚卸資産処分損　　　　　　　　　　　　　　１０４，９６９千円
　割増退職金　　　　　　　　　　　　　　　　１３，４３０千円　
　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　　２２１，２１７千円
上記減損損失の内容は次のとおりであります。

減損損失（千円）場所種類用途

５３，９８９大阪府泉佐野市土地遊休資産

５３，９８９計

減損損失（千円）種類場所用途

７３，５４１建物及び構築物

北海道室蘭市遊休資産 ２８，１７４機械装置及び運搬具

１，１００その他

１０２，８１７計
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　鋲螺事業用資産について、拠点再編に伴う工場の閉鎖等の
意思決定を行ったため、該当資産の帳簿価額を回収可能価額
まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。
　なお、回収可能価額については、使用価値により測定して
おり、将来の使用が見込まれないため、帳簿価額全額を減損
損失として計上しております。

３．　東日本大震災損失
東日本大震災損失の内訳は次のとおりであります。
災害復旧工事費用　　　　　　　　　　　　９７，３６９千円
工場休止費用　　　　　　　　　　　　　　２７，３３９千円
棚卸資産処分損　　　　　　　　　　　　　　４，２９８千円
　その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　４，６６８千円　
　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　１３３，６７５千円

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１．　当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式 ５１，７５５，４７８株

２．　剰余金の配当に関する事項
当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

（金融商品に関する注記）
１．　金融商品の状況に関する事項
　当社グループは、資金運用については有価証券運用規程の範囲
で運用し、リスクを避ける為に投機的な運用は回避しており、分散
投資により安全性を保持しております。また、銀行等金融機関から
の借入により資金を調達しております。
　受取手形及び売掛金に係る取引先の信用リスクは、基本的には
契約時に総合商社を起用しリスク低減を図っております。また、有
価証券及び投資有価証券については適時に時価の把握を行ってい
ます。
　借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長
期）であります。なお、デリバティブ取引については、市場リスク管
理規程に基づき、原材料価格の変動リスクに対するヘッジ取引を
目的とした、商品価格スワップ取引であり、実需の範囲で行ってお
ります。
 

効力発生日基準日１株当たり
配当額配当金の総額株式の種類決　議

平成２２年
６月３０日

平成２２年
３月３１日

３円１４８，３６０千円普通株式
平成２２年６月２９日
定時株主総会

平成２２年
１２月１０日

平成２２年
９月３０日

３円１４７，５７０千円普通株式
平成２２年１１月１０日
取締役会

効力発生日基準日１株当たり
配当額

配当金
の総額

配当の
原資

株式の
種類決　議

平成２３年
６月３０日

平成２３年
３月３１日

３円１４６，５９５千円利益剰余金普通株式
平成２３年６月２９日
開催予定の定時株主総会
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　２．　金融商品の時価等に関する事項
　平成２３年３月３１日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表
計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。
なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは次表
には含まれておりません。

　

（１株当たり情報に関する注記）
１．　１株当たり純資産額 ７９４円６７銭
２．　１株当たり当期純利益 △　６円３９銭

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
（１）現金及び預金、並びに（２）受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価
額によっております。

（３）有価証券、並びに（４）投資有価証券
これらの時価については、株式は取引所の価格によっております。債券、投資信託等
は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっております。

（５）長期貸付金
これらの時価については、その将来キャッシュ・フローをスワップレート等適切な指
標に信用スプレッドを上乗せした利率で割り引いた現在価値により算定しております。

（６）支払手形及び買掛金、（７）短期借入金、（８）未払金、並びに（９）設備関係支払手形
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿
価額によっております。

（１０）長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）
これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定され
る利率で割り引いて算定しております。

（１１）デリバティブ（商品スワップ）
これらの時価については、取引金融機関から提示された価格によっております。

（注２）非上場株式等（連結貸借対照表計上額２，４００，２６１千円）は、市場価格がなく、かつ将来
キャッシュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と
認められるため、「（３）有価証券」及び「（４）投資有価証券」には含まれておりません。

（注３）非連結子会社及び関連会社株式（連結貸借対照表計上額４４２，３０１千円）は、「（３）有価証
券」及び「（４）投資有価証券」には含まれておりません。

差　額時　価（＊）連結貸借対照表
計上額（＊）

－
－

－

－
１５，３６１

（　　　－）
（　　　－）
（　　　－）
（　　　－）

（　　　１００）

（　　　－）

７，４１０，７３５
９，２８５，６５７

１，１２４，７５８

１１，９４４，５０９
３４２，１８７

（　　５，０８１，６３１）
（　　２，４５０，０００）
（　　　８３１，５１７）
（　　　２８０，１４２）

（　　８，４２６，１００）

（　　　１４８，６１８）

７，４１０，７３５
９，２８５，６５７

１，１２４，７５８

１１，９４４，５０９
３２６，８２６

（　　５，０８１，６３１）
（　　２，４５０，０００）
（　　　８３１，５１７）
（　　　２８０，１４２）

（　　８，４２６，０００）

（　　　１４８，６１８）

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形 及 び 売 掛 金
有 価 証 券
そ の 他 有 価 証 券
投 資 有 価 証 券
そ の 他 有 価 証 券
長 期 貸 付 金
支 払 手 形 及 び 買 掛 金
短 期 借 入 金
未 払 金
設 備 関 係 支 払 手 形
長 期 借 入 金
（１年内返済予定の長期借入金を含む）
デ リ バ テ ィ ブ （ 商 品 ス ワ ッ プ ）

�

�

�

�

�

�

�

	




� 
�

（単位：千円）

（＊）　　負債に計上されているものについては、（　　）で示しております。
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（注）　記載金額は、千円未満を切捨て表示しております。

個 別 貸 借 対 照 表
（平成２３年３月３１日現在）

（単位：千円）
負　債　の　部資　産　の　部

金 額科 目金 額科 目
〔　　　　７，７６０，６８８〕

１，６７４，０４５
８５７，４０９
１００，０００
４，０００，０００
５２７，２３３
２３３，９５４
１４，８７７
２０，０４８
９，８１２
１０，４５４
７４，１３１
２３８，７２２

〔　　　　２，９０３，０４１〕

２，０００，０００
６３９，４６６
１７０，８１１
３４，４４２
５８，３２１

流 動 負 債　

支 払 手 形
買 掛 金
短 期 借 入 金
１年内返済予定の長期借入金
未 払 金
未 払 費 用
未払法人税等
未払消費税等
前 受 金
預 り 金
賞 与 引 当 金
設備関係支払手形

固 定 負 債　

長 期 借 入 金
退職給付引当金
役員退職慰労引当金
商品スワップ
そ の 他

〔　　　１７，８００，３０８〕

６，２２９，５５１
３，３５２，３４２
１，７３８，２３９
１，１２４，７５８
３，９２０，３６５
７，４６８
７８３，５５７
５０，６７５
１４，５９５
２９４，６５８
２６，３０６
２６０，２０６
１，０９０

△　３，５０７
〔　　　２８，０７２，６３２〕

（　　　　８，７９０，８８３）
４，１７４，９３２
１，４６５，０２７
４，０３８
５１，０８１

３，０７８，２５４
１０，８６７
６，６８０

（　　　　　　　４０，２３３）
３６，００９
４，２２４

（　　　１９，２４１，５１５）
１２，８７０，６７５
２，８７１，０００
１，１５３，３１７
２９，３４５
５２９，１９５
３００，０００
１，１２７，３６３
１０４，７７９
１８１，６５２
１０２，１８６
△　２８，０００

流 動 資 産　

現金及び預金
受 取 手 形
売 掛 金
有 価 証 券
製 品
仕 掛 品
原 材 料
貯 蔵 品
前 払 費 用
繰延税金資産
未 収 入 金
立 替 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金
固 定 資 産　

有形固定資産
建物・構築物
機 械 装 置
車 両 運 搬 具
工具器具備品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
無形固定資産
ソフトウェア
そ の 他
投資その他の資産
投資有価証券
関係会社株式
長 期 貸 付 金
長期前払費用
繰延税金資産
長 期 性 預 金
退職積立保険料
保 証 金
金 銭 の 信 託
そ の 他
貸 倒 引 当 金

１０，６６３，７３０負 債 合 計

純　資　産　の　部

〔　　　３５，７１７，２３２〕

（　　　１０，７２０，０６８）
（　　　１０，８８８，０３２）

１０，８８８，０３２
（　　　１５，００３，２８２）

６５５，１３１
〈　　　１４，３４８，１５０〉

１２，１５９，２２６
２，１８８，９２４

（　　　△　８９４，１５０）

〔　　　△　５０８，０２１〕

△　４７３，５７９
△　３４，４４２

株 主 資 本　

資　 本　 金
資本剰余金
資 本 準 備 金
利益剰余金
利 益 準 備 金
その他利益剰余金
別 途積立金
繰越利益剰余金
自 己 株 式

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金
繰延ヘッジ損益

３５，２０９，２１０純 資 産 合 計

４５，８７２，９４１負債純資産合計４５，８７２，９４１資 産 合 計
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平成２２年４月１日から　　　　　　　　　　　　
�
�
�

�
�
�

平成２３年３月３１日まで （単位：千円）
金 額科 目

１４，５７１，５４５

 １２，３６５，４６７　　

２，２０６，０７８

 １，７６１，１１７　　

４４４，９６１

５１２，６７５

 ６７，７４６　　
８８９，８９０

１５７，５４４

 １，２１５，７０１　　
１６８，２６５

 △　７，９３６　　
１６０，３２９

３８７，５４５
９４，０８０

 ３１，０４９　　

４５，８５６
１１，６１６

 １０，２７３　　

１３６，２３４
８，８８７

 １２，４２２　　

７９５，９２８
１８，８６８
２０４，３６３
８５，７８２
８６，０００

 ２４，７５７　　

５８，６９２
 △　６６，６２９　　

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販売費及び一般管理費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金
有 価 証 券 売 却 益
雑 収 入
営 業 外 費 用

支 払 利 息
支 払 手 数 料
雑 支 出
経 常 利 益

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益
投 資 有 価 証 券 売 却 益
雇 用 安 定 助 成 金
特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 評 価 損
固 定 資 産 売 廃 却 損
事 業 再 編 損
東 日 本 大 震 災 損 失
工 場 休 止 費 用
そ の 他
税 引 前 当 期 純 損 失

法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額
当 期 純 損 失

（注）　記載金額は、千円未満を切捨て表示しております。

個 別 損 益 計 算 書
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株主資本

株主資本
合計

自己株式
利益剰余金

利益剰余金
合計

その他利益剰余金利益準備金
繰越利益剰余金別途積立金

３６，２９６，１４２△　７７１，６１０１５，４５９，６５２２，６４５，２９４１２，１５９，２２６６５５，１３１平成２２年３月３１日残高

事業年度中の変動額

△　２９５，９３１－△　２９５，９３１△　２９５，９３１－－剰余金の配当

△　１６０，３２９－△　１６０，３２９△　１６０，３２９－－当期純損失（△）

△　１２２，８３７△　１２２，８３７－－－－自己株式の取得

１８８２９７△　１０８△　１０８－－自己株式の処分

－－－－－－株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額（純額）

△　５７８，９１０△　１２２，５４０△　４５６，３７０△　４５６，３７０－－事業年度中の変動額合計

３５，７１７，２３２△　８９４，１５０１５，００３，２８２２，１８８，９２４１２，１５９，２２６６５５，１３１平成２３年３月３１日残高

純資産合計
評価・換算差額等

評価・換算差額等合計繰延ヘッジ損益その他有価証券評価差額金

３５，９３３，９４８△　３６２，１９４△　５５，２３２△　３０６，９６２平成２２年３月３１日残高

事業年度中の変動額

△　２９５，９３１－－－剰余金の配当

△　１６０，３２９－－－当期純損失（△）

△　１２２，８３７－－－自己株式の取得

１８８－－－自己株式の処分

△　１４５，８２７△　１４５，８２７２０，７８９△　１６６，６１６株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額（純額）

△　７２４，７３７△　１４５，８２７２０，７８９△　１６６，６１６事業年度中の変動額合計

３５，２０９，２１０△　５０８，０２１△　３４，４４２△　４７３，５７９平成２３年３月３１日残高

個別株主資本等変動計算書
平成２２年４月１日から　　　　　　　　　　　　
�
�
�

�
�
�

平成２３年３月３１日まで （単位：千円）
株主資本

資本剰余金
資本金

資本剰余金合計資本準備金

１０，８８８，０３２１０，８８８，０３２１０，７２０，０６８平成２２年３月３１日残高

事業年度中の変動額

－－－剰余金の配当

－－－当期純損失（△）

－－－自己株式の取得

－－－自己株式の処分

－－－株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額（純額）

－－－事業年度中の変動額合計

１０，８８８，０３２１０，８８８，０３２１０，７２０，０６８平成２３年３月３１日残高
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　個別注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
１．　資産の評価基準及び評価方法
�　有価証券の評価基準及び評価方法
①　子会社株式
移動平均法による原価法

②　その他有価証券
時価のあるもの
決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純
資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算
定）

時価のないもの
移動平均法による原価法
ただし、投資事業有限責任組合及びこれに類する組合への
出資については、当該組合の財産の持分相当額を計上して
おります。

�　デリバティブの評価基準及び評価方法
時価法

�　運用目的の金銭の信託の評価基準及び評価方法
時価法

�　棚卸資産の評価基準及び評価方法
①　製品、原材料、仕掛品
移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの
方法）

②　貯蔵品
最終仕入原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

２．　固定資産の減価償却の方法
�　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、平成１０年４月１日以降
に取得した建物（附属設備を除く）については、定額法を採
用しております。

�　無形固定資産
定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェア
については社内における利用期間（５年）に基づく定額法を
採用しております。

�　リース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を
採用しております。
なお、リース取引開始日が平成２０年３月３１日以前の所有権移
転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取
引に係る方法に準じた会計処理によっております。

３．　引当金の計上基準
�　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については
貸倒実績率等により、貸倒懸念債権等特定の債権については
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個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しており
ます。

�　賞与引当金
従業員の賞与の支出に充てるため、支給見込額基準により計
上しております。

�　退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職
給付債務及び年金資産の見込額に基づき当事業年度末におい
て発生していると認められる額を計上しております。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の
平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法に
より按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理し
ております。

�　役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要
支給額を計上しております。

４．　その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
�　ヘッジ会計の方法
①　ヘッジ会計の方法
　繰延ヘッジ処理によっております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象
　ヘッジ手段　　商品スワップ
　ヘッジ対象　　原材料価格

③　ヘッジ方針
亜鉛価格の原材料価格変動リスク軽減を目的としてデリバ
ティブ取引を行っております。

④　ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動、またはキャッシュ・
フロー変動の累計を比較し、両者の変動額等を基礎として
有効性の判定を行っております。

�　消費税等の会計処理
税抜方式によっております。

５．　重要な会計方針の変更
�　資産除去債務に関する会計基準等の適用

当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計
基準第１８号　平成２０年３月３１日）及び「資産除去債務に関する
会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第２１号　平成２０
年３月３１日）を適用しております。
これによる損益に与える影響はありません。

（貸借対照表に関する注記）
１．　有形固定資産の減価償却累計額 １３，８４０，０４５千円
２．　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 ５３５，３５４千円
長期金銭債権 １，１３６，６８１千円
短期金銭債務 ４７０，２６９千円
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（損益計算書に関する注記）
１．　関係会社との取引高

営業取引による取引高
売　上　高 ６６５，５１４千円
仕　入　高 １，４８６，６３７千円
その他の営業取引高 ２２，８６７千円
営業取引以外の取引による取引高 １３，９８０千円

２．　事業再編損
事業再編損の内訳は次のとおりであります。
減損損失　　　　　　　　　　　　　　　　　１０２，８１７千円
棚卸資産処分損　　　　　　　　　　　　　　８８，１１６千円
　割増退職金　　　　　　　　　　　　　　　　１３，４３０千円　
　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　　２０４，３６３千円
上記減損損失の内容は次のとおりであります。

　当社は、原則として継続的に収支の把握を行っている管理
会計上の区分を考慮し資産のグルーピングを行っております。
ただし、遊休資産については個々の物件単位でグルーピング
を行っております。
　鋲螺事業用資産について、拠点再編に伴う工場の閉鎖等の
意思決定を行ったため、該当資産の帳簿価額を回収可能価額
まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。
　なお、回収可能価額については、使用価値により測定して
おり、将来の使用が見込まれないため、帳簿価額全額を減損
損失として計上しております。

３．　東日本大震災損失
東日本大震災損失の内訳は次のとおりであります。
災害復旧工事費用 ６４，０１３千円
工場休止費用 １８，０４６千円
　その他 ３，７２２千円　
　　　　計 ８５，７８２千円

（株主資本等変動計算書に関する注記）
当事業年度の末日における自己株式の種類及び株式数

普通株式 ２，８９０，２８８株

（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
（繰延税金資産）
賞与引当金 ３０，１１９千円
未払事業税 １０，８０９千円
製品（横持費用） ３，５７３千円
退職給付引当金 ２５９，８１５千円
役員退職慰労引当金 ６９，４００千円

減損損失（千円）種類場所用途

７３，５４１建物・構築物

北海道室蘭市遊休資産
２８，０８９機械装置

８５車両運搬具

１，１００工具器具備品

１０２，８１７計



��

貸倒引当金繰入限度超過額 １２，７７９千円
投資有価証券 ２９５，３１９千円
その他有価証券評価差額金 １９２，４１５千円
繰延ヘッジ損益 １３，９９４千円
棚卸資産評価損 １１８，２２３千円
事業再編損 ８７，８３９千円
東日本大震災損失 ２６，２９８千円
その他 　　　　　２３，３６６千円　
繰延税金資産小計 　　　　１，１４３，９５４千円　
評価性引当額 　　　△　２９０，３８８千円　
繰延税金資産合計 ８５３，５６５千円

（繰延税金負債）
前払年金費用 　　　　△　２９，７１１千円　
繰延税金負債合計 　　　　△　２９，７１１千円　

繰延税金資産の純額 　　　　　８２３，８５３千円　

繰延税金資産の純額は貸借対照表の以下の項目に含まれておりま
す。
流動資産　－　繰延税金資産 ２９４，６５８千円
固定資産　－　繰延税金資産 　　　　　５２９，１９５千円　
繰延税金資産の純額 　　　　　８２３，８５３千円　

（リースにより使用する固定資産に関する注記）
貸借対照表に計上した固定資産のほか、機械装置、車両運搬具等の一
部については、所有権移転外ファイナンス・リース契約により使用し
ております。
１．　当事業年度の末日におけるリース物件の取得原価相当額
 １３，４５０千円
２．　当事業年度の末日におけるリース物件の減価償却累計額相当額
 １０，４８８千円
３．　当事業年度の末日におけるリース物件の未経過リース料相当額
 ２，９６２千円
（関連当事者との取引に関する注記）
子会社等

取引条件及び取引条件の決定方法等
　（注）１．ジェイ－ワイテックス株式会社に対する貸付については、市

場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

（１株当たり情報に関する注記）
１．　１株当たり純資産額 ７２０円５４銭
２．　１株当たり当期純利益 △　３円２６銭

期末
残高

（千円）
科目

取引
金額

（千円）

取引の
内容

関係内容議決権の
所有

（被所有）
割合

事業の
内容又
は職業

資本金
又は
出資金
（千円）

住所
会社等
の名称

種類 事業上
の関係

役員
の兼
任等

９６９，６８１長期
貸付金

４００，０００

１１，７２１

資金の
貸付
（注）１
受取利息
（注）１

資金の
援助

兼任　
　１人

所有　　
直接

　　５５％

金属製品
製造業　

４５０，０００大阪府
貝塚市

ジェイ
－ ワ イ
テック
ス株式
会社

子会社
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�　発行可能株式総数 １１７，２４３，０００株

�　発行済株式総数 ５１，７５５，４７８株

�　株　　　主　　　数 ４，２６１名

�　大株主（上位１０名）

株　　式 （平成２３年３月３１日現在）

持株比率（％）持株数（千株）株　　　主　　　名

２３．８９１１，６７４新 日 本 製 鐵 株 式 会 社

７．３２３，５７５日 亜 興 産 株 式 会 社

４．２１２，０５５株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行

４．１８２，０４０株 式 会 社 池 田 泉 州 銀 行

２．８１１，３７１株 式 会 社 メ タ ル ワ ン

２．６０１，２７０日 亜 鋼 業 取 引 先 持 株 会

２．３９１，１７０野 村 信 託 銀 行 株 式 会 社（ 投 信 口 ）

２．３５１，１４６日 亜 鋼 業 従 業 員 持 株 会

２．２７１，１１１日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行 株 式 会 社（ 信 託 口 ）

２．０８１，０１６資産管理サービス信託銀行株式会社（証券投資信託口）

（注）１．当社は自己株式（２，８９０，２８８株）を保有しておりますが、上記
大株主からは除いております。

　　　２．持株比率は自己株式（２，８９０，２８８株）を控除して計算しており
ます。
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財務の概況 （平成２３年３月３１日現在）

該当事項はありません。

当連結会計年度中において実施いたしました設備投資等の
総額は１，３６６百万円であり、その主なものは、次のとおりであ
ります。
①　当連結会計年度に完成した主要設備

②　当連結会計年度において継続中の主要設備の新設、拡充

資 金 調 達 の 状 況

設備投資等の状況

ＳＧクロス金網機新設
鍍線工場合理化設備当 社

生産管理システム
めっき合理化設備
ブルーイング処理設備増設

ジェイ－ワイテックス
株式会社

伸線合理化設備
ジェイ－ワイテックス
株式会社

借入金残高
（百万円）借　　入　　先会　　社　　名

６８０株 式 会 社 南 都 銀 行

当 社

６８０株 式 会 社 肥 後 銀 行
６８０株 式 会 社 山 口 銀 行
６８０兵庫県信用農業協同組合連合会
５５０株 式 会 社 中 国 銀 行
４７０株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行
４５０株 式 会 社 滋 賀 銀 行

２，１００株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行

ジェイ－ワイテックス
株 式 会 社

８００株式会社みなと銀行
６３０株 式 会 社 紀 陽 銀 行
４００株 式 会 社 四 国 銀 行
１６８株 式 会 社 南 都 銀 行

主 要 な 借 入 先
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商　　号　　　日亜鋼業株式会社

英　訳　名　　　NICHIA STEEL WORKS,LTD.

創　　業　　　明治４１年７月１日

設　　立　　　昭和２７年６月１６日

資　本　金　　　１０，７２０，０６８千円

①　企業集団の従業員の状況

②　当社の従業員の状況

会社の概況 （平成２３年３月３１日現在）

従 業 員 の 状 況

前期末比増減（名）従　業　員　数（名）区　　分

△　８５９９男　　子

４９７女　　子

△　４６９６合　　計

　（注）　従業員数は、当連結会社から当連結会社外への出向者を除き、当
連結会社外から当連結会社への出向者を含む就業人員であります。

平均勤続年数（年）平均年齢（歳）前期末比増減（名）従業員数（名）区　　分

１５．２３９．４１４２１３男　　子

７．１２９．３０２５女　　子

１４．４３８．３１４２３８合　　計

　（注）　従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他者から当社への
出向者を含む就業人員であります。
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尼崎市中浜町 19 番地
�（06）6416 － 1021（代表）

〒 660-0091本 社

尼崎市道意町 6丁目 74 番地
�（06）6416 － 1021（代表）

〒 660-0083本社（事務所）

尼崎市中浜町 19 番地
�（06）6416 － 8914

〒 660-0091本社第一工場

尼崎市道意町 6丁目 57 番地
�（06）6416 － 9483

〒 660-0083本社第二工場

室蘭市仲町 47 番地
�（0143）45 － 0257

〒 050-0087室 蘭 工 場

北茨城市中郷町日棚字宝壺 1471 番地 27
�（0293）42 － 7480

〒 319-1556茨 城 工 場

大阪市東成区深江北 3丁目 21 番 23 号
�（06）6976 － 3301

〒 537-00０１大 阪 工 場

東京都中央区京橋 2丁目 5番 18 号
京橋創生館 11 階
�（03）5524 － 5501

〒 10４-00３１東 京 支 店

札幌市中央区北二条西 4丁目 1番地
北海道ビル 8階
�（011）251 － 3301

〒 060-0002北海道営業所

仙台市青葉区一番町２丁目８番１５号
太陽生命仙台ビル６階
�（022）266 － 5611

〒 980-0８１１東 北 営 業 所

名古屋市中村区名駅南 2丁目 13 番 18 号
ＮＳビルディング 2階
�（052）564 － 7278

〒 450-0003名古屋営業所

新潟市中央区東大通 1丁目 4番 2号
COI 新潟ビル 6階
�（025）244 － 4050

〒 950-0087新 潟 営 業 所

広島市中区八丁堀 15 番 10 号
セントラルビル 8階
�（082）227 － 3010

〒 730-0013広 島 営 業 所

福岡市中央区赤坂 1丁目 12 番 15 号
読売福岡ビル 7階
�（092）781 － 7508

〒 810-0042九 州 営 業 所

中華人民共和国北京市建国門外大街 26 号
長富宮ビル 8階
�（０１０）８６１０ －６５１３－９２３０

中国駐在事務所
（ 北 京 ）

大阪府貝塚市堤 300 番地
�（0724）36 － 6802

〒 597-0054ジェイ‐ワイテックス
株 式 会 社
（ 本 社 ）

滋賀県甲賀市土山町南土山乙 423
�（0748）66 － 1131

〒 528-0212滋 賀 ボ ル ト
株 式 会 社
（ 本 社 ）

当社事業所及び連結子会社

※平成２３年６月２７日
　住所変更
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竹 内 俊 一取 締 役 会 長

川　村　伊知良代表取締役社長

八 塚　 隆（ 製 造 本 部 長 兼 設 備 部 長 ）常 務 取 締 役

古 賀 英 介（経営企画室長兼製造本部生産業務部長）常 務 取 締 役

下 徳 弘 幸（ 管 理 本 部 長 兼 経 理 部 長 ）取 締 役

寺 川 斉 貴（営 業 本 部 長）取 締 役

高 間 敏 夫（技術本部長兼技術企画部長兼品質保証部長）取 締 役

細　川　日出夫常 勤 監 査 役

長 谷 次 雄（公 認 会 計 士）監 査 役

佐 伯 康 光（新日本製鐵株式会社執行役員）監 査 役

古 市　 �監 査 役

（注）　１．監査役　長須賀文雄氏は平成２２年６月２９日開催の第５８回定時株主総会
の終結の時をもって辞任いたしました。

２．監査役　長谷次雄氏及び佐伯康光氏並びに古市�氏は、会社法第２条
第１６号に定める社外監査役であります。

３．監査役　長谷次雄氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会
計に関する相当程度の知見を有するものであります。

役　　員 （平成２３年３月３１日現在）
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株主メモ

４月１日から翌年３月３１日事 業 年 度

３月３１日期 末 配 当 金 受 領 株 主
確 定 日

９月３０日中 間 配 当 金 受 領 株 主
確 定 日

毎年６月定 時 株 主 総 会

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社株 主 名 簿 管 理 人
特別口座の口座管理機関

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　大阪証券代行部
〒５４１－８５８３　大阪市中央区北浜二丁目４番６号
電話　０１２０－２５５－１００（通話料無料）
　　〔受付時間９：００～１７：００（土、日、祝祭日、年末年始を除く）〕
ホームページ　http://www.tr.mufg.jp/daikou/

同 連 絡 先

東京証券取引所上 場 証 券 取 引 所

電子公告により行う
公告掲載ＵＲＬ　http://www.nichiasteel.co.jp/
（ただし、電子公告によることができないやむを
得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲
載いたします。）

公 告 の 方 法

（ご注意）

１．株主様の住所変更、買取請求その他各種お手続きにつきましては、原則、
口座を開設されている口座管理機関（証券会社等）で承ることとなってお
ります。口座を開設されている証券会社等にお問合せください。株主名簿
管理人（三菱ＵＦＪ信託銀行）ではお取り扱いできませんのでご注意くだ
さい。

２．特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、三菱Ｕ
ＦＪ信託銀行が口座管理機関となっておりますので、上記特別口座の口座
管理機関（三菱ＵＦＪ信託銀行）にお問合せください。
なお、三菱ＵＦＪ信託銀行全国各支店にてもお取次ぎいたします。

３．未受領の配当金につきましては、三菱ＵＦＪ信託銀行本支店でお支払いい
たします。

●お知らせ

株主様からの株式に関するお手続きの「各種お問合せ先」ならびに「郵送
物送付先」は、平成２３年８月１日より次のとおり変更となりますので、お
知らせいたします。

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　大阪証券代行部
〒５４１－８５０２　大阪市中央区伏見町三丁目６番３号
電話　０１２０－０９４－７７７（通話料無料）
　　〔受付時間９：００～１７：００（土、日、祝祭日、年末年始を除く）〕
ホームページ　http://www.tr.mufg.jp/daikou/

　平成２３年８月１日以降　

各 種 お 問 合 せ 先

郵 送 物 送 付 先
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